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研究成果の概要（和文）：　エネルギー技術と社会の関係について事例調査と理論的整理を行い、多様な主体の
福利に適う技術とするための条件を明らかにした上で適切なガバナンスを実現する社会実験を行った。
　その結果（1）技術がもたらす広義の利害関係を明らかにし、（2）世代間と世代内で発生する法的・倫理的・
社会的課題を図式化した。（3）そこで必要とされる分配的正義や手続き的正義を具体化するため社会実験を試
行し、政策としての有効性を確認した。
　この過程でエネルギー技術の社会的影響について間接的効果を含めた分析枠組みを確立し、手法の汎用性を高
めた。また参加型手法による適地選定や条例など、現実のガバナンスに応用可能な方策も提示した。

研究成果の概要（英文）：We conducted case studies and theoretical considerations on the relationship
 between energy technology and society. A series of social experiments are also conducted to realize
 appropriate governance, after clarifying conditions for making energy projects suitable for the 
wellbeing of diverse stakeholders.
As a result, we clarified (1) interaction of the energy technology and society, (2) the legal, 
ethical and social issues occurring in current- and inter- generations (3) the effectiveness of 
social experiments to concretize necessary distributional and procedural justice.
In this process, we have established a universal analytical framework including indirect effects on 
the social impact of energy technology. We also proposed deliberative methods applicable to real 
governance such as zoning with citizen participation, ordinance, and workshops.

研究分野： 環境社会学、科学技術社会論

キーワード： エネルギー技術　ガバナンス　再生可能エネルギー　環境社会学　科学技術社会論　社会的受容性　環
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災後のエネルギー技術と社会

の関係について幅広く調査を行い、理論的な
整理を踏まえたうえで適切なガバナンスの
方策を提示することを研究目的としていた。 
東日本大震災以降脱原子力への関心が高

まり、これを実現する手段として生成可能エ
ネルギーが注目されてきた。資源の賦存量の
多い地域においては内発的発展を実現する
手段としての期待もあり、急速に具体化が進
んでいる地域もある。 
再生可能エネルギーは自然循環や生態系

に受動的に介入する技術であるため、既存技
術と比較すれば自然環境への負荷は少なく、
その影響範囲も限定的である。ただし、再生
可能エネルギーにも負の側面がある。また単
なる設備導入にとどまっている事例も多く、
このことが背景となって反対運動が起こる
場合もある。こうしたことから、エネルギー
技術における科学技術と社会の相互作用に
ついて、今一度問いなおす必要があると考え
た。 
２．研究の目的 
本研究の目的は、エネルギー技術の導入に

伴う一連の社会過程を明らかにし、これが社
会的に公正かつ適正な形で導入される条件
を明らかにすることである。また、その知見
を踏まえて持続可能な社会の実現に必要な
新たな社会的理念を提示することである。 
より具体的には、 
① どのような主体にとって、何が問題で

あり、それがどのような社会過程の中
で取捨選択され、あるいはどのような
要件が強調されているかというフレー
ミングを明らかにする。 

② ドイツなどと比較しながら、日本のエ
ネルギー技術やエネルギー政策に関す
る社会的コミュニケーションの現状を
明らかにする。 

③ 社会実験を通じて問題解決の方法論を
提示する。 

の三点を目標とした。そのうえで持続可能性
に関する理念的側面を多元的環境正義の視
点から問い直し、新たな社会理論とこれを踏
まえた政策決定と技術のガバナンスの方策
を提示することを目指した。 

 
３．研究の方法 
3 つのサブテーマを設け、理論研究と実証

研究／社会実験を相互に実施しながら、成果
を共有することで、エネルギー技術を社会
的・倫理的視点からの総合的検証、評価を行
う。 
（1）持続可能な社会に関する社会理論研究 
事例研究との相互的なフィードバックを

行いながら、社会的公正と諸価値の創造とい
う視点から持続可能な社会の社会理論を確
立する。具体的には、日本とドイツにおける
「脱原発」ならびに「自然エネルギー推進」
それぞれの政策形成過程の比較を行う。その

際、問題を捉える際の時空間スケールと当事
者の状況定義のズレという枠組みから当該
技術を分析し、フレーミングの違いを明らか
にする。また、フレーミングの齟齬を解消す
るための方法として波及的効果に注目し、エ
コロジー的近代化論が射程としていない方
法を通じて世代間・世代内の分配正義や手続
き正義などの理念を具体化する社会デザイ
ンを明らかにする。 
（2）エネルギー技術の社会化過程 
再生可能エネルギーを利用する国内外の事
例を対象とした定性調査と定量調査を実施
し、エネルギー技術と社会の相互作用を明ら
かにする。具体的には、コスト負担、資源利
用の持続性、バックエンド（廃棄物）問題、
生命健康のリスクを伴う環境影響、生態系影
響を伴う環境影響、既存の権利関係との齟齬
をはじめとする地域社会の制度や慣習への
影響について、導入地域における現実を明ら
かにする。その上でエネルギー技術の選好に
関する質問紙調査を実施し、事業に伴う諸影
響の認知や利害構造が負の影響に対する当
事者の容認度などに与える影響の有無や条
件を明らかにする。 
（3）エネルギー技術のガバナンス 
アクションリサーチを通じてエネルギー

技術を社会的に制御するための方策を明ら
かにする。具体的には熟議型のコミュニケー
ション手法の他、課題(1)における社会正義
を実現する事業形態・社会的仕組みや、その
ために必要な社会的条件などを探索的かつ
実践的に明らかにする。 
４．研究成果 
 国内外の学会報告や論文を通じて、研究成
果を積極的に公表してきた。具体的な研究成
果は以下のとおりである。 
 
（1）エネルギー事業による社会経済効果の
分析枠組み 
 エネルギー事業の導入に伴う社会的影響
について、内部経済と外部不経済という従来
の評価枠組みに加えて、波及的効果によるプ
ラスの外部性の存在を明らかにすると同時
に、これを含めた総合的な評価の必要性を提
示した。 
事例分析を通じて、再生可能エネルギー事

業を通じて新たな社会的ネットワークが形
成されていることと、これが地場産品の開発
や販売といった副次的効果を生み出してい
ることを明らかにした。こうした効果は建設
や電気工事といった従来から存在していた
業界への経済効果とは異なり、新たな受益圏
が発生している点で地域再生などにもつな
がりうる社会的効果がある。このような波及
的効果も含めた社会的便益を評価する必要
性を明らかにした。 
 
（2）エネルギー技術の社会的受容性 
先行研究と事例分析にもとづいてエネル

ギー技術の社会的受容性を規定する条件を



整理した。具体的には、社会全体での受容性
を見るマクロな枠組みと、立地地域における
受容性を見るミクロな枠組みに整理した。東
日本大震災後に再生可能エネルギー推進と
反対両方の社会運動が活性化しているよう
に、両者はある程度連動するものの独立した
変数とみなせる場合もある。マクロな受容性
においては専ら社会経済的な合理性が問わ
れるが、ミクロな受容性においては受益と受
苦のバランスとしての配分的正義が問われ
る。こうした問題意識に基づいて、現状では
地域の主体が所有する「コミュニティ・パワ
ー」が注目されているが、問題の本質は単な
る所有ではなく（1）で指摘した総合的な評
価を踏まえた受益と受苦の分布であると総
括した。 
一方、何が「利益」や「負担」とされるは

個人や地域社会の在り方に応じて多様であ
るため、多様な主体の参加や意見表明の機会
を担保する手続き的正義への配慮も必要と
なる。加えて、必ずしも多数の人に認知され
にくい問題については認知的不正義にも配
慮する必要があることを示した。 
さらに、どのような状態が受容されている

とみなしうるかという問題関心に基づいて、
特段の反対運動が存在しなかった事例にお
ける周辺住民への質問紙調査を実施した。そ
の結果、新設や増設に対しては反対に転じる
回答が相当数存在することが明らかになっ
た。反対意見が存在しなかったとしても、そ
れは単なる消極的受容にすぎない場合があ
ることが示唆される。こうした態度変容に影
響しているのは事業者とのコミュニケーシ
ョンや受益の有無であり、積極的な受容を得
るという点についての課題が示された。 
 

（3）ガバナンスの方策 
 上述した課題を踏まえて、主として再生可
能エネルギー事業を適切に制御するための
方策を検討した。具体的には、順応的管理、
ゾーニング、条例などの可能性について社会
実験を含む実証を行った。 
 ローカルな受容性を実現するためにはリ
スクの受忍限度を問う視点に加えて、便益の
増大や、受益と受苦のバランスの改善も解と
なりうる。 
 リスクの問題については、事前回避を基調
とする現状の対策に加えて順応的管理の有
効性を検証した。風力発電による鳥類の衝突
死のように、リスクの中には事後的な対応が
可能なものもある。こうした問題については
対応策を充実させる順応的管理の方が合理
的となる可能性を示した。 
受益と受苦のバランスについては、事業過

程を適切に制御する必要性を明らかにした。
日本における現状では事業者が計画を明ら
かにした段階で初めて諸問題が顕在化し、具
体的に認知されるため、論点が混乱しやすく
社会的摩擦へと発展しやすい。これを回避す
るためには、早期の段階で問題点と可能性を

洗い出したうえで、社会的合意に基づいて適
地を選定するゾーニングが有効であること
を明らかにした。調査を行ったドイツなどで
は住民所有による利害構造の改善と同時に
土地利用計画による適地探索が有効に機能
していた。日本においてこれを実現するため
には条例による対応などが必要であるが、社
会実験を通じてその有効性を確認すると同
時に、これが事業者にとっても有効であるこ
とを明らかにした。 
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